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　　●電気事業 　　夏場の冷房需要の増加等により総販売電力量が増加し、増収に。　　

    ●情報通信事業ほか　情報通信事業は旧ＯＭＰ事業の売上げ減少により、減収減益に。

　　                 　　電気事業以外のグループ事業全体では増収減益となるも、黒字を確保。

　　●経常利益 　　持分法投資損益は減少したが、増益を確保。

　　●中間純利益 　　特別損失の計上により減益に。

平成16年度中間決算のポイント
 ■　連結決算：増収・増益（営業利益ベース）

1

減損会計の早期適用減損会計の早期適用

関係会社の再編関係会社の再編

●単独特別損失  ２４６億円

●連結特別損失　４２８億円

●単独特別損失  ２４６億円

●連結特別損失　４２８億円

●連結特別損失　３９０億円●連結特別損失　３９０億円

・単独決算→未使用地中電線路他

・連結子会社→賃貸用不動産、遊休資産他

・単独決算→未使用地中電線路他

・連結子会社→賃貸用不動産、遊休資産他

・従業員に対する退職金等の清算 ２９０億円
・固定資産の評価減等　  １００億円

・従業員に対する退職金等の清算 ２９０億円
・固定資産の評価減等　  １００億円

＜特別損失の計上＞

＊再編による収支改善効果は、平年ベースで120億円程度と見込んでいる。

●総販売電力量の増加もあり、営業利益ベースでは連結で増収･増益を確保。
●減損会計の早期適用は、財務諸表の透明性を高め、財務体質の早期健全性を図ることを
　 目的として実施。関係会社の再編は、コア事業領域の明確化と経営資源の集約化による
　 グループ競争力の強化を目指して実施。 

平成16年度中間期連結決算は、増収・増益となりました。ポイントは以下のとお
りです。

・まず、電気事業においては、夏場の冷房需要が増加したことなどにより、総

  販売電力量が増加し、増収となりました。

・一方、電気事業以外のグループ事業では、情報通信事業が、昨年１２月

  にケイ・オプティコムと合併した大阪メディアポート（ＯＭＰ）の売上げが減少
  したことなどにより、減収減益となりましたが、電気事業以外のグループ事
  業全体では、増収減益となっております。

・以上の結果、連結決算は営業利益、経常利益とも増収･増益となりました。

・なお、今中間期に、特別損失として、減損損失４２８億円、関係会社の再編

  費用３９０億円をそれぞれ計上したため、中間純利益は減益となりました。

・減損損失につきましては、財務諸表の透明性を高め、財務体質の早期健

  全化を図るため、関係会社の再編につきましては、コアとなる事業の明確
  化とともに、効率化・スリム化を図るために損失計上を行ったものであり、本
  格的な自由化を前に、グループの収益力を強化していく体制が整ったと考
  えております。
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平成16年度中間期　単独決算　主要データ

H15中間 増減H16中間

△8110為替レ－ト（ｲﾝﾀｰﾊﾞﾝｸ）（円/$）

＋8.436.8全日本原油CIF価格（$/b）

△9.9107.2出水率（％）

△16.870.3原子力利用率（％）

＋16
＋20

230
516

電灯（億kWh）
電力（億kWh）

＋36746販売電力量（億kWh） （105.1）（対前年同期比,％）

（107.3）

（104.1）

2

118

28.4

117.1

87.1

215
496

710（98.4）

（97.3）

（99.0）

単独決算の主要データについては資料のとおりです。

・総販売電力量は、夏場の高気温をはじめとして、気温が総じて前年より高

  く推移し、冷房需要が大幅に増加したことなどから、７４６億kWhと前年同
  期に比べて５．１％の増加となりました。

・その内訳を見ますと、「電灯」は、２３０億ｋWhと前年同期を７．３％上回り、
 「電力」は５１６億ｋWhと前年同期を４．１％上回りました。

・原子力利用率については、今年８月に美浜発電所３号機２次系配管破損

  事故が発生し、安全点検実施のため原子力発電所を順次停止したことも
  影響し、前年同期を１６．８％下回る、７０．３％となりました。

・また、水力発電所の利用率を表す「出水率」は、前年度に比べて降水量が

  少なかったことから減少し、１０７．２％となりました。

・原油価格については、前年同期より大幅に増加し、１ドルあたり３６．８ドル

  となっております。
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平成16年度中間期　単独損益計算書
（単位：億円）

H16中間 対前同
増減額

増減説明

経常収益合計 12,607 ＋474

経常費用合計 10,285 △121

経常利益 2,321 ＋596

渇水準備金引当 28 △42 出水率　117.1％→107.2％

税引前中間純利益 2,045 ＋391

中間純利益 1,280 ＋223

４ページに記載

　電灯・電力料
　

　
　その他

12,059

547

＋427

＋47

 アワー増（＋36億kWh） 　約+590億円
 単 価 減（主に原単位の変動）   約△160億円

 附帯事業営業収益の増加　+53億円等　
 →ガス供給事業　+26億円、燃料販売事業　+21億円　

3

特別損失 246 ＋246 減損損失（未使用地中電線路ほか）　＋246億円

単独の損益計算書について、ご説明いたします。

・総販売電力量が前年度に比べて大幅に増加し、電灯・電力料が４２７億円

  増加したことに加え、ガス供給事業や、昨年１０月より開始した燃料販売事
  業など附帯事業収益が５３億円増加したことなどにより、経常収益は４７４億
  円増加いたしました。

・一方、経常費用は、燃料費等の変動費が増加したものの、人件費や支払

  利息が減少したことなどにより、１２１億円減少しました。（経常費用の詳細
  な増減内訳につきましては、次ページをご覧下さい。）

・以上の結果、経常利益は、５９６億円増益の２，３２１億円となりました。

・なお、今中間期には、固定資産の減損会計の早期適用により、減損損失

  として２４６億円を特別損失として計上した結果、法人税等を差し引いた中
  間純利益は、２２３億円の増益となる１，２８０億円となりました。

　※渇水準備引当金

　　　渇水時は水力発電電力量が減少することから、燃料費の増加に備えて、

　　　豊水時に費用を引当てておくもの。
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経常費用(単独)の増減内訳
（単位：億円）

H16中間 対前同
増減額

増減説明

経常費用合計 10,285 △121

　人件費

　

　

　

　燃料費

　

　修繕費

　

　公租公課

　減価償却費

　購入電力料

　支払利息

　

　その他

1,446

1,253

666

816
1,744
2,097

404

1,857

△300

＋335

△75

△19
＋78
＋219
△108

△250

 給料手当　△9（916→907）
 退職給与金　△280（624→344）
　 ・数理計算上の差異の償却 △174（325→151）
　 ・特別割増金 △54（54→0）　・早期退職者に係る終了損益 △66（66→0）
　 ・期待運用収益率引上げ（0%→0.5%）　△10（0→△10）
　 ・過去勤務債務の償却 +53（△53→0、H15年度に償却終了）
 火力燃料費 +383（644→1,027）  ｱﾜｰ増+210、水力減+50、原子力減+390
 原子燃料費 △47（272→225）  　購入電力△220
 原子力△91（294→202）（定検完了台数△2台：4台→2台）
 火力　+20（71→92）（定検完了台数+5台：1台→6台）
固定資産税 △15
普通償却費 △52、試運転償却費 +129（舞鶴発電所H16.8.4営業運転開始）
他社購入電力料　+231、地帯間購入電力料　△12、
　残高の減少　△51（平均元本　40,649億円→35,887億円）
　利率の低下　△24（平均利率　2.17%→2.04%）
　繰上返済実施差　△32（繰上返済元本　649→583億円）
　事業外土地の評価損（雑損失） △109
　固定資産除却費 △75（小容量火力発電所廃止等）　　
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　経常費用（単独）につきましては、前年同期と比べて１２１億円減少しました。

 増減内訳については資料のとおりです。

・まず、経常費用の主な増加要因ですが、

       燃料費については、販売電力量の増加や原子力利用率の低下などに
　  より、火力燃料費が３８３億円増加したことから、燃料費合計で３３５億円増
　　となりました。

      　また、購入電力料については、販売電力量の増加により他社から購入す
　  る電力量が増加したことなどから、前年同期に比べて２１９億円の増加とな
　　りました。

・一方、減少要因としましては、

　　　まず、人件費については３００億円減少しました。これは、年金資産

　の運用改善等により数理計算上の差異の償却が１７４億円減少したこ

　とや、早期退職優遇措置にかかる特別割増金計上額が前年同期と比べ

　５４億円減少し、退職給与金合計が２８０億円減少したことなどによ

　るものです。

   また、有利子負債残高の減少等により、支払利息が１０９億円減少

　したことや、昨年度に事業外土地の評価損や小容量火力発電所の廃止

　に伴う除却費を計上した反動減などにより、経常費用が減少しました。



6

平成16年度中間期　単独貸借対照表
（単位：億円）

＋1,280
△236
△100
△62

・中間純利益

・配当金（H15期末：25円／株）
・自己株式（H16.4自己株式買受実施 495万株 他）
・株式等評価差額金

＋87915,213資　本

△1,623
＋385

・有利子負債（H15末: 35,892→H16中間末:34,269）
・引当金

△1,42749,646負　債

対前年
増減額

増減説明H16中間

△1,809
△246
△225
＋852
＋816

・減価償却

・減損会計適用による資産の減少

・核燃料減損額

・設備投資額

・流動資産（売掛金等）

△54864,859資　産

5

単独の貸借対照表について、ご説明いたします。

・資産については、新たな設備投資を減価償却費の範囲内に抑えることに

  より、資産のスリム化を図ったことに加え、固定資産の減損会計を適用し、
  資産が２４６億円減少したことなどから、総資産は前年度末に比べて、５４８
  億円減少し、６兆４，８５９億円となりました。

・負債については、有利子負債の削減に引き続き努め、前年度末から

  １，６２３億円減少したことなどから、負債合計では、４兆９，６４６億円となり、
 前年度末と比べて１，４２７億円の減少となりました。

・資本については、配当の支払いや自己株式買受けを実施した上で、

  ８７６億円の増加となる、1兆５，２１３億円となりました。

・以上の結果、今中間期の株主資本比率は、前年度末と比べて、１．８ポイ

  ント上昇し、２７．３％となりました。
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平成16年度中間期　連結セグメント情報

2,008△292,0381051861,745減価償却費

1,166

72,268

2,725

14,356

合  計 相殺

消去

情報通信

事業
連結ベ－ス

その他

の事業
電気事業

1,156△10182163820設備投資額

70,242△2,0254,7962,55464,916資産

2,74418△7202,712営業利益

13,223△1,1321,46653112,359売上高

（単位：億円）

6

連結セグメント情報については、以上の通りです。

・当社グループは、事業活動の基盤であるみなさまからの信頼を確保した

  上で、グループ全体で、ニーズにあった使い方の提案やお客さま機器の
  メンテナンス、お客さまとのつながりを深める生活関連サービスなど、お客
  さまのくらしに一歩近づいたトータル･ソリューションサービスを提供するこ
  とにより、さらなるお客さま価値の創造を図っております。また、コスト構造
  の変革を推進するとともに、グループ全体での業務の高度化、経営資源
  の最適配置に努め競争力の強化を図ってまいります。
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平成16年度中間期　連結キャッシュ・フロ－計算書

H16中間 対前同
増減額

増減説明

営業活動CF 2,891 △590
・電灯電力料収入の増加

・関係会社再編に伴う

　　　　　　退職金他の支払額の発生

・法人税等の支払額の増加

投資活動CF △1,368 ＋128
・固定資産の取得による支出の増

・投融資の回収による増

財務活動CF △1,721 ＋270
・有利子負債の削減額
　（H15中：△1,755 → H16中：△1,390）
・自己株式の買受の実施
　（H15中：0 → H16中：△100）

ネットCF △196 △188

（単位：億円）

＋300

△500
△300

△16

＋104

＋364

△100

7

連結キャッシュ・フロ－計算書について、ご説明いたします。

・営業活動によるキャッシュ・フロ－については、総販売電力量の増加があっ

  たものの、関係会社の再編を行ったことに伴う退職金等の清算により、一
  時的に大きな支出が発生したことなどから、前年同期に比べて収入が５９０
  億円減少（△17.0%）し、２，８９１億円の収入となりました。
・投資活動によるキャッシュ･フローについては、関係会社の再編に伴って

  連結子会社の保有する有価証券を売却したことなどにより、前年同期に比
  べて支出が１２８億円減少（△8.6%）し、１，３６８億円の支出にとどまりまし
  た。
・その結果、フリーキャッシュフローは４６２億円減少し、１，５２３億円となりま

  した。
・上記により創出したフリーキャッシュフローを主として有利子負債の削減や

  自己株式の買受けに充当した結果、財務活動によるキャッシュ・フローは
  前年同期に比べて支出が２７０億円減少（△13.6%）し、１，７２１億円の支
  出となりました。

　※フリー・キャッシュ・フロー（純現金収支）

　　営業活動で得た現金から投資に使った現金を差し引いて求める。

　　（営業活動ＣＦ－投資活動ＣＦ＝フリー･キャシュ･フロー）
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平成16年度中間期　決算概要（連結・単独）
（単位：億円）

連単倍率単独連結

H15中間H16中間対前同H16中間対前同H16中間

(21.9%)23.5%(22.9%)23.7%株主資本比率

△1,62334,269△1,39037,445有利子負債

△54864,859△1,26570,242総資産

1.020.56＋2231,280△368711中間純利益

1.041.03＋5962,321＋5792,379経常利益

1.021.02＋3252,702＋3102,744営業利益

1.061.06＋43412,480＋46113,223売上高

8

（注）「対前同」は、損益計算書項目は対前年同期比、貸借対照表項目は対前年度末比を表す。

平成１６年度中間決算の概要につきまして、ご説明いたします。

・売上高、営業利益は、経常利益においては、連単倍率は前年同期とほぼ

  同水準となっています。

・一方で、中間純利益では連単倍率は１を大きく下回っています。これは、

  連結子会社において減損損失と関係会社再編に伴う費用として５７１億円
  の特別損失を計上したことによるものです。

・今中間期の決算では、減損会計の早期適用や関係会社の再編により一時

  的に大きな損失を計上しましたが、今後はこれをグループ全体の新たなス
  タートと位置づけ、新規事業を中心にグループでの事業を強化し、さらなる
  成長と業績の拡大につなげていきたいと考えています。
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平成16年度　通期収支見通し

単独連結

対H15実績H16予想対H15実績H16予想

＋261,210△171730当期純利益

＋3122,200＋4762,350経常利益

△2943,000△3443,150営業利益

△5223,700＋9825,500売上高

（単位：億円）

H15実績H16予想

113110 程度為替レ－ト(ｲﾝﾀ-ﾊﾞﾝｸ)（円/$）

29.438 程度全日本原油CIF価格（$/b）

113.4104.4出水率（％）

89.175 程度原子力利用率（％）

447
956

462
962

電灯（億kWh）
電力（億kWh）

1,4021,423販売電力量（億kWh） （ 98.9）（101.5）

（ 97.9）
（ 99.3）

（103.4）
（100.6）

（対前年比,％）

9

このペ－ジには、平成１６年度の連結・単独の通期収支見通しおよび単独決算
の主要データを記載しています。

＜売上高＞

・総販売電力量は、平成１５年度に比べて１．５％増の１，４２３億ｋＷｈ、売上

  高はほぼ横ばいと想定しています。
・また、連結売上高では、連結子会社で約１５０億円の増収を見込んでいる

  ことから、前年度に比べて約１００億円増加の２兆５，５００億円を見込んで
  います。
＜経常利益＞

・一方、費用面では、単独決算で資本費、人件費等の低減により約３００億

  円の増益を見込んでいることに加え、連結決算では昨年度に子会社のケ
  イ･オプティコムと大阪メディアポートを合併した際の資産の評価減（１７８億
  円）の反動もあり、約４８０億円の増益を見込んでいることから、連結経常利
  益は２，３５０億円を見込んでおります。
＜当期純利益＞

・以上に加え、昨年度に子会社のケイ･オプティコムで計上したＰＨＳ音声サー

  ビスの廃止に伴う特別損失１０７億円の影響はなくなるものの、今年度には
  連結子会社で減損損失と関係会社再編に伴う費用を特別損失と計上した
  ことから約３００億円の増益を見込んでおり、その差引きなどにより、連結
  決算の当期純利益は約１７０億円の減少となる７３０億円と見込んでいます。
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平成16年度　通期収支見通し（セグメント別）

（単位：億円）

電気事業

情報通信事業

その他の事業

合計

相殺消去

連結ベース

23,59923,500 △99 3,000 3,302 △302

1,1371,200 ＋62 40 42 △2

3,3403,200 △140 80 119 △39

28,07727,900 △177 3,120 3,464 △344

△2,676△2,400 ＋276 30 30 －

25,40125,500 ＋98 3,150 3,494 △344

売上高 営業利益

H16予想 H15実績 増減 H16予想 H15実績 増減

10

平成１６年度の連結・単独の通期収支見通し（セグメント別）は以上の通りです。
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グループ事業
　　全体※１

平成16年度中間決算（グループ事業）の概要

外販売上高

経常利益

Ｈ１６中間 説明

８８０

Ｈ１５中間

　　　７９１

（億円）

※１　各社実績合計値ベース　　※２　ガス事業（附帯事業）を含む

　　２４ 　　２４

外販売上高

経常利益

　　１０８ ・オンサイト発電事業譲受
・ガス販売増

・原料費増加

　　６５

　　▲６ 　　１

外販売上高

経常利益

　　１６０
・生活関連サービス売上増

　　１４７

　　３６ 　　３１

外販売上高

経常利益

　３１５ ・旧ＯＭＰ事業売上減

・ＦＴＴＨ販促費用増

　　３２８

　　７ 　　１３

総合
エネルギー※２

生活
アメニティ

情報通信

対前年
増減

　　　＋８８

　　±０

　　＋４３

▲８

　　＋１２

＋５

▲１３

　　▲５

11

ガス・重油販売量
（ＬＮＧ換算）

約１３万トン ＋１２万トン約２５万トン

外販売上高

経常利益

　２９５ 　　２４９

　　▲１３ 　　▲２２

電力関連
その他

＋４６

　　＋８

・電気工事、通信工事

　受注拡大

グループ事業の平成16年度中間決算の概要は以上のとおりです。
　このページ以降につきましては、グループ会社の実績を合計した数値を

記載していますので、連結決算の数値とは一致しておりません。

　また、電気事業の附帯事業であるガス事業は、総合エネルギーに含まれ

ています。
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Ｈ１５中間

平成16年度中間決算（ケイ・オプティコム）
（億円）

　　２４２ ９０

０.４ 　　８

個人向けサービス
（年度末回線数）

　　 ２９.４万件 　　２３.６万件

　　 １３.５万件 　　６.８万件

１.０万件※２
企業向けサービス
（年度末回線数）

　　１.１万件

うちＦＴＴＨ

※１　Ｈ１５／１２に大阪メディアポート（ＯＭＰ）を合併
※２　ＯＭＰ回線を含む

外販売上高

経常利益

Ｈ１６中間※１ 説明
対前年
増減

＋１５１

▲８

＋５.８万件

＋６.７万件

＋０.１万件

・ＦＴＴＨ販促費用増

12

・ＯＭＰ合併（Ｈ１５年１２月）

・ＦＴＴＨ等売上増

　このページでは、グループ事業の平成16年度中間決算の概要（前ページ）の
うち、情報通信の中核会社であるケイ・オプティコムの実績を再掲したものです。
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平成16年度通期収支見通し（グループ事業）
（億円） 13

増減説明

２,０１０

　　１３５

　　２３３ ・ガス等、燃料販売拡大

・原料費増加　　▲１３

　　３６０ ・不動産事業開発遅れ

・再編に伴う収支改善　　４７

　６５８ ・光放送展開遅れ

　　１１

　　　▲１０

　　＋５９

　　＋１８

▲１３

　　▲２１

＋２４

▲２８

　　▲３

＋７万トン約４７万トン

今回予想
年初予想
（Ｈ１６/５） 増減

２,０２０

　　７６

　　２１４

　　０

　　３８１

　　２４

　６８８

　　１４

約４０万トン

※１　各社実績合計値ベース　　※２　ガス事業（附帯事業）を含む

グループ事業
　　全体※１

外販売上高

経常利益

外販売上高

経常利益

外販売上高

経常利益

外販売上高

経常利益

総合
エネルギー※２

生活
アメニティ

情報通信

ガス・重油販売量
（ＬＮＧ換算）

外販売上高

経常利益

電力関連
その他

　７６０

　　９０

＋２３

　　＋５１

　７３７

　　３８

・電気工事、通信工事

　受注拡大

・再編に伴う収支改善

　グループ事業の平成16年度通期収支見通しは以上のとおりです。
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平成16年度通期収支見通し（ケイ・オプティコム）
（億円）

増減説明

14

　　５０３

１

個人向けサービス
（年度末回線数）

　　 ４３万件

　　 ２５万件

企業向けサービス
（年度末回線数）

　　１.２万件

うちＦＴＴＨ

外販売上高

経常利益

＋４

▲９

＋５万件

＋５万件

▲０.１万件

・ＦＴＴＨ販促費用増

今回予想
年初予想
（Ｈ１６/５） 増減

　　４９９

１０

　　 ３８万件

　　 ２０万件

　　１.３万件

　このページでは、グループ事業の平成16年度通期収支見通し（前ページ）のう
ち、情報通信の中核会社であるケイ・オプティコムの見通しを再掲したものです。
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Ｃ　　Ｐ

平成16年度中間期　有利子負債の削減（単独）

有利子負債

期末利率（％）

社　　債 　　買入消却　　  △126

　　　　計　　　     △709

15,752

34,269

      400

1.98

H16/9末

（単位；億円）

 8（雑損失) 

計　 45

17,314

35,892

 －

2. 18 

H16/3末

△1,561

△1,623

－

増　減

普 通 社 債 13,966 15,528 △1,561
転 換 社 債 1,786 1,786 －

借入金 　　繰上返済　 　△58318,116 37（支払利息）18,578 △461

長期借入金 16,437 16,899 △461

短期借入金 1,678 1,678 －

実施額（元本） 手数料

（再掲）H16中間 期限前弁済

      ＋400

参考



17

　ご質問・お問い合わせ等は、下記までお願いします。

　　担　　当： ＩＲチーム　 伊藤・奥出・吉川

　　電話番号：０６－７５０１－０３１５
　　　　　　　０５０－７１０４－１８１８（伊藤）
　　　　　　　０５０－７１０４－１８０７（奥出）
　　　　　　　０５０－７１０４－１８１２（吉川）

　　Ｆ Ａ Ｘ：０６－６４４７－７１７４

　　e - mail： finance@kepco.co.jp


